
埼玉西部環境保全組合情報公開条例施行規則 

埼玉西部環境保全組合情報公開条例施行規則（平成１６年規則第２号）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、埼玉西部環境保全組合情報公開条例（平成３１年条例第２号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（開示請求書） 

第２条 条例第６条第１項の書面は、様式第１号の行政文書の開示請求書とする。 

（開示請求書の記載事項） 

第３条 条例第６条第１項第４号の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 条例第５条に規定する行政文書の開示を請求することができるものの区分 

(2) 行政文書の開示の方法 

（開示決定通知書等） 

第４条 条例第１１条第１項及び第２項の書面は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるところによるものとする。 

(1) 条例第１１条第１項の規定による行政文書の全部を開示する旨の決定をした

とき 様式第２号の行政文書の開示決定通知書 

(2) 条例第１１条第１項の規定による行政文書の一部を開示する旨の決定をした

とき 様式第３号の行政文書の部分開示決定通知書 

(3) 条例第１１条第２項の規定による行政文書の全部を開示しない旨の決定をし

たとき 様式第４号の行政文書の不開示決定通知書 

（開示決定等期間の延長通知書） 

第５条 条例第１２条第２項の書面は、様式第５号の行政文書の開示決定等期間の延

長通知書とする。 

（開示決定等期間の特例延長通知書） 

第６条 条例第１３条の書面は、様式第６号の行政文書の開示決定等期間の特例延長

通知書とする。 

（事案移送通知書） 



第７条 条例第１５条第１項の書面は、様式第７号の行政文書の開示請求に係る事案

移送通知書とする。 

（第三者情報の保護に関する手続） 

第８条 条例第１６条第１項の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 開示請求の年月日 

(2) 開示請求に係る行政文書に記録されている当該第三者に関する情報の内容 

(3) 意見書の提出先及び提出期限 

２ 条例第１６条第２項の実施機関が定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 開示請求の年月日 

(2) 条例第１６条第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を適

用する理由 

(3) 開示請求に係る行政文書に記録されている当該第三者に関する情報の内容 

(4) 意見書の提出先及び提出期限 

３ 条例第１６条第１項又は第２項の規定による通知は、様式第８号の行政文書の開

示決定等に係る意見照会書により行うものとする。 

４ 条例第１６条第１項又は第２項の意見書は、様式第９号の行政文書の開示決定等

に係る意見書によるものとする。 

５ 条例第１６条第３項（条例第２２条において準用する場合を含む。）の書面は、

様式第１０号の行政文書の開示決定に係る通知書とする。 

（開示の実施の方法） 

第９条 次の各号に掲げる文書、図画、写真又はフィルムの閲覧の方法は、それぞれ

当該各号に定めるものを閲覧することとする。 

(1) 文書、図画又は写真 当該文書、図画又は写真 

(2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルムを専用機器により映写したもの。た

だし、これにより難い場合にあっては、当該マイクロフィルムを日本工業規格Ａ

列３判（以下「Ａ３判」という。）以下の大きさの用紙に印刷したもの 

(3) 写真フィルム又はスライド 当該写真フィルム又はスライドを印画紙（縦８９

ミリメートル、横１２７ミリメートルのものに限る。以下同じ。）に印画したも



の 

２ 次の各号に掲げる文書、図画、写真又はフィルムの写しの交付の方法は、それぞ

れ当該各号に定めるものを交付することとする。 

(1) 文書、図画又は写真 当該文書、図画又は写真を複写機によりＡ３判以下の大

きさの用紙に複写したもの 

(2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルムをＡ３判以下の大きさの用紙に印

刷したもの 

(3) 写真フィルム又はスライド 当該写真フィルム又はスライドを印画紙に印画

したものを複写機により用紙に複写したもの 

３ 次の各号に掲げる電磁的記録についての条例第１７条第２項の実施機関が定める

方法は、それぞれ当該各号に定める方法とする。ただし、当該各号に定める方法に

より難いときは、実施機関が適当と認める方法により行うことができる。 

(1) 録音テープ又は録音ディスク 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器

により再生したものの聴取 

(2) ビデオテープ又はビデオディスク 当該ビデオテープ又はビデオディスクを

専用機器により再生したものの視聴 

(3) 電磁的記録（前２号に該当するものを除く。） 当該電磁的記録を A３判以下

の大きさの用紙に出力したものの閲覧又は交付（管理者が保有するプログラム

（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合

わされたものをいう。）により行うことができるものに限る。） 

４ 前項の規定にかかわらず、同項第１号及び第２号に掲げる行政文書に不開示情報

が記録されている場合は、開示しない。 

（更なる開示の申出等） 

第１０条 条例第１７条第３項前段の規定による申出は、様式第１１号の行政文書の

更なる開示の申出書を管理者に提出して行うものとする。 

２ 前項の申出を行ったものは、更に開示を受ける際に、行政文書の開示決定通知書

又は行政文書の部分開示決定通知書を管理者に提示するものとする。 

（開示の実施等） 



第１１条 行政文書の開示は、管理者が指定する日時及び場所において職員の立会い

のもとに行うものとする。ただし、写しの交付は、郵送により行うことができる。 

２ 前項本文の場合において、行政文書の閲覧、聴取又は視聴をするものは、当該行

政文書を汚損し、若しくは破損し、又はその内容を改ざんしてはならない。 

３ 管理者は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれがあると認めるときは、行

政文書の閲覧、聴取又は視聴を中止させ、又は禁止することができる。 

（写しの交付部数） 

第１２条 行政文書の開示を行う場合において、当該行政文書の写しの交付をすると

きの交付部数は、当該開示の請求に係る行政文書１件につき１部とする。 

（審査会に諮問した旨の通知） 

第１３条 条例第２１条第３項の規定による通知は、様式第１２号の審査会諮問通知

書により行うものとする。 

（任意的開示の申出等） 

第１４条 条例第２３条第１項の規定による行政文書の開示の申出は、様式第１３号

の行政文書の任意的開示申出書により行うものとする。 

２ 前項の申出に対する回答は、様式第１４号の行政文書の任意的開示回答書により

行うものとする。 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


